
令和3年4月12日
DX Conference TOHOKU 2021
人材開発委員会

一般社団法人DX NEXT TOHOKU
人材開発委員会

DXに必要な人材を育てる
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人材開発委員会

ベンダー ユーザー企業 学校・学生

コンテンツ提供

（DNT会員）

コミュニティ形成
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人材開発

委員会
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日々更新されるDXに必要な知識・技術習得
の為、勉強会やセミナーを行う
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DXに必要な知識・実践的な技術を習得出来るプログラムを
会員ベンダー、ユーザー企業、東北の学生に行う
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学生×企業×ベンダー連携の場を作り、BizDevを前提
としたPBLを行う

※産学官連携委員会との連携
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組織と人材が共に成長する為のコミュニティを形成する



① 地方都市「東北」の5年後

② 組織の構造は変わる

③ 新たなワークスタイル

④ 新しい時代に必要な人材とそのために必要なスキル

⑤ 東北の学生に求めるチカラ
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DX NEXT TOHOKUが見る未来



東北の企業は、DXやっていない

⇒デジタル戦略策定予定までが5割とあるが、未着手がほとんど。回答者の２割に留まっていて、ほぼやっていないに
等しい

出典：東北地域のデジタル化・ＤＸに向けた状況と関連施策

https://jasa.or.jp/dl/bizmatch/webinar20210315_5.pdf
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① 地方都市「東北」の5年後

https://jasa.or.jp/dl/bizmatch/webinar20210315_5.pdf


世界から日本が遅れる
都市部から地方都市が遅れる
地方都市から地域が遅れる

DX時代から遅れて
DX時代のビジネスモデルから外れる

10

① 地方都市「東北」の5年後

このままだと５年後…



11出展：シンギュラリティ時代の監査

② 組織の構造が変わる
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② 組織の構造が変わる

DXベンダー・専門家
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③ 新たなワークスタイル

DX人材の範囲
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④ 新しい時代に必要な人材とそのために必要なスキル

DX人材の保有すべきスキル
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何から始める？

IoT教育

AI教育
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何から始める？



東北の学生に求めるチカラ
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DXベンダー×学生×企業のBizDevを前提とした
PBLの促進と、若者の底上げ

東北の学生に求める



人材開発プログラム

•地方公共団体共催：6回（各県1）

•独自開催：6回

•プログラム数：4コンテンツ

セミナー・勉強会

•地方公共団体共催：6回

•勉強会開催：6回

コミュニティ形成

•参加企業（ベンダー）：5社

•参加企業（ユーザー）：3社

•参加校：6校

KPI

人材開発プログラム

•地方公共団体共催：1回

•独自開催（IOT/AI）：各2回

•プログラムの強化

セミナー・勉強会

•勉強会体制構築

•地方公共団体共催：2回

•勉強会開催（下期）：3回

コミュニティ形成

•サービス構築

•参加企業（ベンダー）：3社

•参加企業（ユーザー）：1社

•参加校：1校

2021年度

2022年度



ご相談・お問い合わせ

一般社団法人 DX NEXT TOHOKU

TEL：022-399-7744

人口が減っても幸せな未来を創る。

本資料は、貴社内においてサービス利用の判断の参考となる情報提供を目的として作成されたものであり、弊社との間におけるいかなる取引・サービスの契約・申し込みを行うものではございません。

弊社を含むいかなる者も、本資料に含まれる情報の正確性・完全性・妥当性を保証するものではなく、また、本資料に含まれる情報がもたらす一切の影響について責任を負うものではございません。

本資料に含まれる情報の一切は弊社に帰属するものです。弊社の承諾なしに無断での複製・貴社外でのご利用がなされることのないようお願い申し上げます。


